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日本もフィンランドもすでに何十年と妊産婦や新生児の死亡率が世界でも最も低い国々です。し

かし現在ではどちらの国も出生率が下がってきており、2023 年の統計ではフィンランドは 1.26、

日本では 1.37 となっています。 

どちらの国においても子どものいる家族のセイフティーネットが狭まっており、親族や近親者か

らの支援を受ける機会が減ってきています。日本の母親はフィンランドの母親に比べて受けられ

るサービスが少ないと感じていますが、祖父母から受ける支援はフィンランドの母親よりも多い

ようです（Yokoyama et al. 2018）。国際調査（Roskam et al. 2021）によると、両親の疲弊は日本よ

りもフィンランドの方が若干一般的です。どちらの国でも個人主義が広がっており、子どものい

る家族の仕事と家庭の両立は難しいのでしょう。 

サービスシステムに関しては両国の間で違いが見られます。フィンランドでは、すでに 100 年以

上ネウボラサービスが公共サービスとして、妊婦と生まれたばかりから 7 歳になるまでの子ども

を抱える家族に提供されてきました。日本の場合、それらのサービスは主に私的サービスとして

かかりつけ医によって提供されています。しかしここ数年、フィンランドのネウボラサービスを

模倣したものが作られるようになってきました。ここではネウボラサービスと日本版ネウボラの

パフォーマンスを比較してみようと思います。 

ネウボラでは子どものいる家族の健康とウェルビーイングを支える 

フィンランドでは子どものいるほぼ全ての家族が、基礎保健医療の一環であるネウボラサービス

を無料で利用しています。健康の増進と病気の予防にネウボラが貢献してきたことは、特に乳児

や妊産婦の死亡率が低いことから見ることができます。フィンランドでは乳幼児の予防接種率は

非常に高くなっており、それはネウボラの検診において全国的な予防接種プログラムに則った予

防接種を受けられることになっているからです。 

フィンランドの法律（政令 338/2011）によって定められたネウボラサービスの基本は、妊娠期間

中から生まれた子どもが就学するまでの定期的な健康診断とそれに含まれる健康相談です。就学

後は学校内の保健医療に組み込まれ、ネウボラから始まったヘルスモニタリングがそこで続きま

す。 

妊娠中に最低 8 回、そして産後 2 回の検診が妊産婦には行われます。また子どもについては生ま

れて 1 歳になるまでは最低 9 回の検診を、その後は 6 歳の誕生日前後まで 6 回の検診が行われま

す。対面で行われるネウボラ検診は、支援の必要性や現況の把握に貢献していると言えましょ

う。必要に応じてさらなる面談を行うことも可能で、これによりもう少し様子を見てみたり、緊

急の場合にはすぐに支援を行ったりすることができるのです。通常妊娠中に 1 回、産後に 1 回家



庭訪問も行います。その際には子どもが事故に遭う可能性を小さくできるように、家族とその周

囲が子どもにとって安全な状態にあるかを確認します。 

デジタル化と情報の移動性は今日の課題です。デジタルやリモートサービスは、情報を伝達する

ことに加え、より多くのモニタリングや健康相談を補完することに使うことができます。ネウボ

ラでもコロナ禍で両親学級などにおいてリモートサービスが用いられました。デジタルサービス

は、子どもの行動障害がネウボラで認められた際、親たちを支援するにあたって有効であること

が証明されました（Soundander et al. 2018）。デジタルやリモートサービスの導入は、経済的に厳

しい状況の中で、賛否を問わずこれまで以上に強く求められています（Härkönen et al. 2024）。 

ネウボラでは、それぞれの家族に専属の保健師とできれば専属の医師が担当するように努めてい

ます。よく知っている職員との検診という形での継続的なケアは、信頼関係を生む基礎となり、

デリケートな問題も話しやすくなるのです（Goodwin 2021）。しかし電子予約システム・コロナ

パンデミック・職員不足により、昨今この専属職員という原則が崩れつつあります。ネウボラ職

員と家族からのフィードバックによれば、たびたび変わる職員では家族の全体像をつかむのが難

しくなり支援が遅れるという意見が見られました。やはり専属の保健師及び医師という形を維持

することが必要です。 

ネウボラサービスは、きちんとした科学的根拠に基づき、普遍的にすべての妊婦と子どもが生ま

れた家族に提供されるものです。両親の学歴・職種・家計収入に関わらず、妊娠中の症状・出

産・子どもの養育・発達・成長について親たちは様々な情報や知識を必要としています。またど

の家族も不安な点があったり、人生における転換期を迎えたり、突然の危機に襲われることもあ

ります。それゆえリスクとなる要素が多いと判断される家族だけにサービスを提供することは、

普遍性を原則とした考え方に反しますし、持続的でもないのです。親たちが常に十分に最新の情

報を持っているとか、ストレスの多い状況の中でよく知るネウボラから支援を仰ぐだけのリソー

スがあると考えるのは危険だと言えます。そうなると支援を仰ぐタイミングが遅れ、問題は大き

くなり、より費用がかさむことになってしまうのです。家族の中には児童保護措置を恐れ、サー

ビスを受けることを避ける人たちもいるかもしれません。 

フィンランドのネウボラサービスから日本版「ネウボラ」が生まれる 

日本で生まれた子どもの数（2023 年には約 80 万人）はフィンランドのそれ（同年 4 万 3320 人）

に比べて膨大な数に上ります。それゆえにフィンランドのような家族ごとの健康診断や面談は難

しいかもしれません。グループによる面談も必要ではありますがそれだけでは十分ではなく、家

族単位での面談の必要性も高いと思います。個人的でデリケートな内容をグループ面談で親たち

が話すとは考えにくいからです。 

日本では、例えば妊娠中に両親一緒に 2 回の面談を行い、幼児期に 3 回の家族面談を行うのが現

実的かもしれません。対面式の面談を行うことは信頼感を生むことに繋がりますし、支援の必要



性を見極め、それを必要としている人に支援のカスタマイズをするという付加価値を生み出しま

す。家族ごとの面談の他にもグループ面談のような形での検診も必要でしょう。それによって親

は様々な形の支援を子どもや家族それ自体に求めることができるかもしれないからです。どちら

の国でもデジタルサービスやリモートサービスはその他に提供しているサービスを補完はします

が、対面式の健康診断にとって代わることはできません。 

現在では、幼児期のトラウマが成人となってからの精神的および身体的疾患に影響を与えること

が科学的に証明されています。逆境的小児期体験（ACEs: adverse childhood experiences）とポジテ

ィブ小児期体験（PCEs: positive childhood experiences）に気づき理解することは、親たちが自分の

精神状況、支援の必要性、自分の子どもへの向き合い方を把握することに繋がります。これに気

づくことが大切なのです。それによって逆境的小児期体験の悪影響を次の世代に引き継がずに済

むようになります。 （Hakulinen & Westerlund-Cook 2020, Harris 2019.） 

将来の社会での支出を抑えようと思うならば、子どもの健康診断だけではなく両親のウェルビー

イングにも注意を向けるべきだと思います。ネウボラはその点において最も自然であり重要な場

所です。そこで繰り広げられる和やかな会話が、両親が自分たちの幼少期を振り返り、自分が受

けたトラウマを乗り越え、自分の持つ強さを再確認し、子どもとの関係をしっかりしたものにし

ていくからです。幼少期のトラウマは年を重ねても影響を残します。私たちは両親が抱える問題

に支援を与え、それを減らすことで、トラウマの影響が次の世代に引き継がれることを阻止し、

未来の若者たちの身体的・精神的な問題を減らすことができるのです。 

多職種の専門家の協力関係を強固にし、家族が支援やピアグループの助けを得やすいようにする

ため、子どものいる家族へのサービスは家族センターのような場所に集中させる傾向がフィンラ

ンドにも日本にもあります。フィンランドでは、家族センターは同じ建物の中で機能している場

合と、ネットワークのような形で機能している場合と、デジタル化されている場合があります。

ネウボラは家族センターの中心的活動です。それというのも、ネウボラはほぼすべての妊産婦と

子どものいる家族を網羅しているからです。家族センターに含まれるサービス（例：ネウボラ、

幼児教育施設、児童相談所、各種団体や教会が子ども向けに提供している活動など）は、各地に

よって違いがあり、その大きさにも違いがあります。 

多職種間の協力は、家族センターという器があれば実現するというものではありません。そこで

は、積極的な参加とその分野に関する十分な知識が管理職に求められます。家族センターの専門

職員たちが、同じ家族について共通認識を持つことも重要です。またこういう多職種間の協力に

は十分な時間が必要です。そうすることでその家族に迅速に支援ネットワークを作り上げ、その

他の必要な支援を提供し、問題が大きくなることを防ぐことができます。状況に応じて（例えば

家庭内暴力や児童虐待）は、直ちに行動を起こさなければなりません。家族センターに勤めてい

る専門家一人一人が、その地域で提供されているサービスやケアについての知識を持っているこ

とが重要になります。 



どちらの国でもネウボラは子どものいる家族のため 

どちらの国でも、子どもにとって最良の生育環境というのは幸福で安全・安心を提供できる両親

もしくは近しい大人から成るものだということを保健師は伝えるとよいと思います。子どもは親

からライフスタイルを学ぶのです。ですから、大人は子どもの視点から物事を確認してみる必要

があります。ネウボラの目的は家族全体の健康的な習慣を支えることです。親たちには子どもの

養育だけではなく、パートナーとしての関係にも気を配るように励まします。どこかにお出かけ

をするなど、よく言われるような質の高い時間を過ごさなくてもいいのです。日常の中で家族一

緒の時間、パートナーとの関係に気を配りましょう。 

家族の重要性から、子どもの両親をそろってネウボラに呼ぶことが奨励されます。ネウボラでは

親は自分や家族に必要と思われる支援を希望していいのです。ネウボラで話すことができない問

題など存在しません。抱えている問題について話す、それ自体が自己理解やモチベーションに繋

がり、状況を打開するための解決策を一緒に模索していくことに役立ちます。ネウボラは子ども

と親のためにあるのです。その目的は家族のニーズに応えることにあります。フィンランドのネ

ウボラの職員も、日本のネウボラの職員もきっと共に学びあえることがあると思います。ですか

らこの記事も日本語でも出すことにしたのです。 

（フィンランド語による元原稿のブログ：https://tuovihakulinen.fi/blogi/blogikirjoitus-suomen-

neuvola-ja-japanin-neubora-voivat-oppia-toisiltaan/） 
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